
出資法人等経営状況報告書

1 作成年月日及び担当部署

産業観光交流部 産業政策課令和 2年 8月 25日

※以下は令和 2年 3月 31 日塀.存の内容ですハ

2 法人等の概要

3 役員数
(単位 :人 )

1

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団

理事長 高橋 信雄

市兼務  ■ その他□ロ プロパー□ 常 勤   ■,非常勤

新潟県上越市本町 3丁目4番 1号 センバンビル 3F

平成 4年 4月 24日

31.3%527,350千円

ことにより、魅力ある地域社会を構築して、地域の発展を担う人材の確保、育成

及び定住の促進に寄与する。

地元就職の促進等に関する事業を行う地域の雇用環境の整備改善や、若者等の

12)新規学校卒業者等の地元就職、定着促進に関する事業

儒)事業主の雇用環境や受入体制改善に関する事業
14)この法人の目的に関する国や県または市からの受話事業

15)その他この法本の目的の達成に関する事業

事業Iターン希望者の地元就職促進に関する(1)U・

12 1 01 11

0 0 22 20

0 1313 14 11

4 職員数
人 )



5 事業実績 (概要)

令和元年度は、前年度に引き続き、国から「地域若者サポートステーション事業」を受託し、

若年無業者の職業的自立支援を行いました。

また、自主事業として、これまでと同様に、上越地域にU・ Iターンを希望する人今の情報発

信、地元定着を促進する新規学卒就職者のセミナー開催や、障害者の就職支援を行いました。

その結果、令和元年度の経常収益は、前年度と比較して500千円減の 25,59昼 千円となり、当期

正味財産増減額は△918千円となりました。

【直近 3か年の事業実績】

1 自主事業実績 (主なもの)

2 上越地域若者サポートステーシヨン事業実績

1,282イ牛 984+牛1:586イ牛
U・ Iターン希望者への

地域情報誌の送付

2回開催

参加企業数 200社

参加者数 706人

1回開催

参加企業数 102社

参加者数 650人

2回開催

参力日企業数 192社

参加者熱744人
就職ガイダンス

2回開催

参加企業数 54社

参加者数 147人

就職者数 35人

2回開催  '

参加企業数 52社

参加者数 158人

就職者数 21人

2回開催

参加企業数 48社

参加若数 151人

就職者数 24人

障害者の就職支援

(就職面接会)

来所者数 1,072人

進路決定者数 44人

来所者数 1,604人

進路決定者数 28人

来所者数 1,363人

進路決定者数 36人
|

就職相談・カウンセリング
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平成 29年度

自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31-日

1平成 30年度

自 平成 30年 4月 1日

至 平成 31年 3月 31日

令和元年度 |
自平成31年 4月 1日
至 令和2年 3β 31日

増減の部

55,004 26,095 25,595

1,638 1,638 1,638

7,016 7,695 7,077

0 0 0

46,293 16,701 16,723

0 0 0

56 60 157

54,941 25,371 26,513

53,331 23,829 24,898

1,610 1,542 1,615

0 1,062 0

63 1 785 △ 918

0 0 0

0 0 0

0 0 0

63 1,786 △ 918

0 0 0

63 1,786 △ 918

537,708 537,770 539,556

537,770 539,556 538,638

0 0 0

0 0 0

0 0 0

537,770 539,556 538,638

illlllil芸 1白|| 平成 30年 3月 31日 現在 平成 31年 3月 31日 現在 |

味財産

540,990 540,885 540,176

3,220 1,329 1,538

537,770 539,556 538,638

0 0 0

537,770 539,556 538,638

6 財務状況 (税込)
(単位 :千円)

※ 金額については、千円未満を四捨五入して表示しており、端数処理の関係上、決算書及び計算結

果と一致しない場合があります。
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7 市からの財政支出等
但)委託額 (税込)

121 財政援助額 (税込)

8 今後の経営計画等
但)次期事業計画

(単位 :千円)

(単位 :千円)

別紙事業実施計画及び収支予算書のとおり‐  ∫
1 自主事業     1
・U・ Iターン希望者の地元就職促進事業 (大学等進学者への地域情報の提供)

。新規学校卒業者等の地元就職、定着促進事業 (未内定者等の就職面接会、新規学校卒業就職

者の就職後のフォロー、職業講習事業)

とその他の事業 (障害者向け面接会、関係機関連携会議の開催等)

2 上越地域若者サポー トステーシヨン事業 (相談支援事業、就労後の定着支援等)
中国からの受託事業  ■      ・

3 若年自立就労支援業務事業 (若者車援機関等によるネットワークの構築及び維持、臨床心理

士等によるカウンセリング、各種セミナー等)

i上越市からの受託事業

な し

4

1,3871,537 1,266①
若者自立就労支援業務

委語

②

③

④

⑤

計

0 00① 補助金 (助成金)

,0 0 0② 貸付金

00 0③ 損失補償

0 00④ 債務保証

0 0 0⑤ その他 ( )

0 00計

(21中長期経営計画



債務超過に陥つている、又は、資本金の 50%を超え
る累積欠損金がある、若しくはそのおそれがあるか

9 経営状況の分析・評価     `
(1)第ニセクター等の経営状況の分析 B評価のフロTチャー ト

※「第ニセクター等に対する関与方針」から抜粋

↓いいえ

↓ヤヽい

'と

↓いいえ

→

・
1ま ヤヽ

第ニセクター等評価

委員会に見解を求め

る

→

→

イまヤヽ

イまい

→

BからD評価の法人は(2)ヘ

非営利法人においては、累積欠損金という概念がないため、初期の正味財産に対する減

少分を累積欠損金と読み替える。

「3期連続の赤字」の判断においては、「当期一般正味財産増減高」と「当期指定正味
財産増減高」の合計がマイナスとなる場合は、赤字と読み替える。

5

3期連続の赤字であるか

法人の経営の持続可能性に懸念のある事項はあるか

現状では、当該法人の経営状況に問題 (課題)な し

引き続き経営努力を行 う経営状況に問題 (課題)な し

法人の経営の持続可能性に懸念がある

当期純利益が 3期連続の単年度赤字である

蜃索握冴1識鍵路鶏蘊金がある

経営健全化の可能性にういて、第ニセクタ
ー等評価委員会に見解を求める

A



今

121 第ニセクター等評価委員会の分析
B評価

□ 課題あり
□ 課題なし

13)分析 日評価結果を受けての対応方針



1議  事

ヽ

1 法人会計事業

事 業 名 1 地区・ 場所実施時期 事 業 内 容

I 総合事業

1 理事会
第20回 【定例】

第21回 【定例】

5月 21日 上越市市民フ
°
ラサ
・

令不□2年
1 3月 26日

上越市市民フ
°
ラサ
・

平成30年度事業実施結果・収支決算及
び第10固定時評議員会招集等について審

議

令不□2年度事業計画 (案)・ 斗又支ラ算(案 )

及び第11回書面評議員会開催等について

審議

2 評議員会
第9回 【書面】

第10回 【定時】

4月 1日

6月4日 上越市市民フ
°
ラサ
・

評議員の辞任に伴う補欠選任

平成30年度事業実施結果・収支決算に

ついて審議

平成31年度事業計画、井又支予算等につ

いて報告
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2.公益目的事業
(1)わかもの等定住促進サポー ト事業

2実

Ⅲ その他の事業
4 第1回障害者向け面接会

(上越市福祉交流フ
・
ラザ )

第2回障害者向け面接会

(上魃市観光物産セツタ→

司0月 17日 参加者

就職類

参加者

就職数

88名 企業業数 28社
12名

70名 企業数 24社
9名

8

目項 内   容

地域の雇用環境を整備し、若者の地元定着や∪・ Iターンのl足進を図るため、ハロー

ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。
1事業目的

実施時期 実施状況事業項目 (実施場所等)

12年生は四
半期毎に1回
3.4年生は毎
月 (短大は毎
月)

2月

3月末現在登録者数  93名

(うち31年度新規登録苦数25名 )

年間発送(提供)件数  984件

対象者 104名
内訳

30年3月卒 (再調査分)42名

31年3月卒     62名

回告率 42.3%
。就珊 38名
(上越地域17名 県内9名 県外9名

不明3名 )
。していない 6名 (内4名進学中)

就職率 36.5%

862名  ―

97名  
―

615名

短大 。高専

専門

491校  1

39校

198校

I U・ |ターン希望者の地元就職促進事業

1 大学等進学者への就職情報の提供

登録者 (卒業後の)就職状況

231年3角卒高校卒業者進学先リストの作成

情報提供

7月 11日

未実施

高校生ナ文 650名 企業数 102社

令和2年8月21日へ延期

4月2日

4月 12日

5月28日

糸魚川市

上越市

妙高市

101名

185名

27名

9月 10日～
20日
受講者

就職数

就職率

20名

11名

55%

Ⅱ 新規学校卒業者の地元就職、定着促進事業
1 未内定者等の就職面接会
高校生応募前企業説明会 (リーシ

'ツフ・ラザ上越)

大卒等合同企業説明会 (デ ュオ・セレッソ)

2 新規学校卒業就職者の就I観後のフォロー

がんばれニューフェイス20司 9俯列ケ国富7ネノク乃

新しい社会人を励ますつとい(リーシ
・コツプラサ
・
上越)

がんばれニューフェイス(赤倉観光ホ〕け

3 職業請習事業
パソコン請召(人材ハイスク司け

2月 19日



2 関連機関連携会議の開催等

自立支援ネットワーク実務者担当者会議

自立支援ネットワーク実務者担当者会議

4月24日 7機関

¶0月 11日 7機関

3 事業実施
期  間 平成31年

4月 1日から令和2年3月 31日 (12ケ月)

4実施体制 事務局長 名

所
地
務
在
事
所
５

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3-4-1(センプ(ンピル3F)
電言舌:025-526-3310 FAXi025-526-3319

8,174,661円6事 業 費

7特記事項
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(2)上越地域若者サポートステーシヨン事業 く国受託事業〉

項  目 内   容

1事業目的
サポステ事業を実施することにより、若者が充実して職業生活を送り、将来

を支える人材となるよう一人でも多くの若者を就職に結びつけるとともに、就

労後のフォローアツプを通じて早期離職を防ぐことを目的とする。

2事業内容

~而
談支援事業

(1)基盤的支援メニュー
就労相談や生活相談、コミュニケーション訓練、軽作
業、グループワーク、協力企業への職場見学、保護者から
の個別相談への対応を通して、就職活動の実施に向けた準
備段l皆の支援を行う。
具体的には
①動機付けに関するメニュー
・職業講話 ・就職者による体験談講話
②自己を知ることに関するメニュー
・職業適性検査 ・自己理解の促進 ・自信回復
・コミュニケーション能力の向上 ・生活習慣の改善
・身だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
・職場見学 ・就労体験

(2)実践的支援メニュー
タ         基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相談支援員・キヤ

リアコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支
援プラグラムを実施するとともに、就職後の定着・ステッ
プアップのためのフォローアップ支援を実施する。
具体的には
①キャリアコンサルティングプログラム
・就職活動方法等に関する専門的な相談‐個別指導
・就職支援セミナー ・ハローワークベの同行訪間
②職場体験プログラA
実践的なスキルの習得、職場環境への適合を支援
③定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施し
て、その職場での定着を支援、またキャリアアップを理
る事ができる者に対しては本格的な矢□識、スキルを取得
するための中長期的なキャリア形成を支援する。

3事業実施期間 平成31年4月 1日から令不□2年3月 31日 (12ヶ月)

4実 施体制

3名 内訳 総括コーディネーター
キャリアコンサルタント

非常勤2名
情報管理員
相談支援員

相謝支援員

5実 績 別紙のとおり

6事務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
電話 :025-524-3185 FAXi025-524-3285

7事 業費
相議支援
事業

基盤的支援メニュー

(6,945,049円 )

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

5,548,074円
675,643円 )
147,093円 )
574,239円 )

実践的支援メニュー

(8,391,247円 )

(体制賢
(活動事矛ヵ家費
(一般管理賢
(消費税

6,577,304円 )
972,61司 円)
‖47,093円 )
694,239円 )
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(3)若年自立就労支援業務事業 く上越市受話事業〉

頂  諷 内   容

1事業目的 鐸送透異輩琴型響
1    評巻熊 、軽霧緊琴

2事業内容

①域碧響旨釜呈異素言〒琴輩霧雲曇占ヨち
ネ
整義署基墨8握奮針

び維持(上越地

8穏羹豊覇う言与:号Ξ二子ラ
リング

「l動く」体験を通し、気づきや更なる意欲の向上を促すために、

.協窪謹壱電ブEF亀亀饗馨屈F客認羮磐緊商畠晃
う。

・
接写蓄更宅】藉赤銘指導F議

~を開催し、支援対象者への接し方、
跡要な支援を適時行う。

3事業実施期間

4職 員の配置

平成31年4月 1日～令和2年3月31日 (12ヶ月)

な し

5 実績 別紙のとおり

6事 務所所在地

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3丁目3-1(センバンピル3F)
瑳塙舌I025-526-3310 FAXi025-526-3319

上越地域若者サポートステーシヨン

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ
電話 :025-524-3135 FAX:025-524-3285

7事 業費
1,386,951円 (諸経費

(消費税
1,273,016円 )
113,935円 )

8特 記事項
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3 につ ヽ
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正 味 財 産 増 減 計 算 聾 !内百丹、表

平成3二年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 (決算)ま で

Ｐ
ω

25^595 102

24,897,903

14,787.104

1,827,134

149′ 834

313,790

827,280

1,120,495

247,431

1,217,989

747,722

150,533

555,120
６３

‐９

８４

２６

４４

６‐

５８

９４

‐４

０１

００

９

８。

186,630

97,612

106,240

36,717
34,452

106,128

392,400

21,800

40_720

25_512 647

(

▲917 545

合   計

1,638,434

1,600,334

37,600

7,076,700

7,061,600

15,100

16,723,247

16,723,247

156,721

156,721

1^795 15S

0

180 416

ガヽ    辞

と,638,434

1,600,834

37,600

0

0

156,721

156.721

1,614,739

401,840

100,3821

91472

80,346

186,630

97,612

106,240

36,717

34,452

106,128

392,400

21,300

40,720

0

1 614 739

―法 人 会 計

1_70S 16S

法

1.638,434

ェ〉600,834

37,600

0

0

156,72】

156,721

1,614,739

401,340

100,382

9,472

80,346

186,630

97,612

106,240

36,717

34,452

106,128

392,400

21,800

40 720

0

1 614_739

180416

0

180 416

Δl_097 961

23.799 947

′Jヽ    計

7,076,700

7,061,600

15,100

16,723,247

16,723,247

0

0

24,897,908

14,787.104

1,827,134

149,834

313,790

827,280

1,120,495

247,434

1,217,989

747,722

150,533

556,120

63,980

1,119,221

234,246

826,426

44,673

261,600

58,141

294,186

0

24.897.908

0

▲1 097.961

石君日立E,貫 艦子ユ

1,386,951

0

0

0

1

1

0

1,386,951

115,S10

44,673

61,944

2,920

208,299

26,244

285,123

182,658

395,600

63,980

地壇看君サホステ手ス (冥簑}

8,391,247

8,391,247

0

0

0

8,391,247

8,013

5,000

605,218

600,916

147,093

0

8,391,24?

5,912,000

665,304

66,462

2,3,815

146.636

20,790

8こ01 '41

0

0

5,945,049

0

0

O

6,945,049

6,945,049

0

147

705,873

30,006

514,003

6,945,049

4,880,544

667,530

公

7,076,700

7,061,600

15,100

0

0

0

7,076,700

8,174,661

3,994,560

494,300

21,428

97,055

827,280

765,560
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耳 味 財 産 増 減 計 藻 書 内 黙 表

平成31年 4月 1日 から今和 2年 3月 31日 (決算)ま で

Ｐ
ト

539,555,787

合   計

0

0

0

▲917_545

538 638.242

0

0

0

538.638.242

12 247
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180 416
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当朗一般正 91財産増減額
一般 正 味 財 荘 翔 首 残 高

一般 正 味 財 産 期 末残 高

工指定正味財産増減 の部

当期指定正味財産増減額
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貸 借 対 照 表 内 訳 表

令和 2年 3月 31日 現在 (決算)

合   計法 人 会 計 内部 取 引等 消 去l公 重 目的事業

3,818,715

154,221-

0 17,317,519

384,172

13,498,804

229,951

3,972,936 0 17,701,69113,728,755

99,624,400 99,624,409
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鵬
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諸 とこ 対 す る 記

法人名 :公益財団法人

事業名 :事業全体

新潟県雇用環境整備財団

1.重要な会計方針

(1)会計方針
「公益法人会計基準」 (平成20年 4月 11日 平成21年 10月 16日 改正 内閣府公益認定等

委員会)を採用している。

(2)有価証券の評価基準及び評価方法

1.満 期保有目的の債権  償却原価法によつている。

2. その他の有価証券
①時価のあるもの   期末日の市場価格等に基づく時価法によつている。
②時価のないもの   移動平均法による原価法によつている。

(3)リ ース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス
・リース取引

にらぃては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によつている。

(4)消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によつている。

2.基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

3.満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

当期減少額 当期末残高前期末歳高「i.1と二 当.翔頬力Π額
0 99,624,40037,60009;58618001基本財産投資有価証券
0 99,624i40037 6計
399,849,90015,e99,s94,80q特定資産投資有価証券

0 399,849,90015,1o99,834,80q i._小  計
0 23,000,09023,009,90001

522,474,3000499,421,6091      2,.Q12,7001計

帳簿価額種類及び銘柄   |

Δl 000

18,394,

▲3,115,

△5,101,

15,936,

94,899,

118,229,2

96,884/3

90100

99,586,800

99,834,800

100,000,000

100,000,000

100,000,000

個 債 第120回利付国債     ―

目 債 第122回利付園債     |
1第 4回 日本航空 (株)社債
第 20回 (株)光通信社賃
シルフリミテンドシリーズ

1499;421,600合   計
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監 査 報 告 書

公益財団法人 新潟県雇用環境整備財団
理事長 高 橋 信 雄 殿

監 事 攻

令下日 2年  5月  8日

林ヽ

災監 事 拷 支

私たち監事は、当財団の平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 までの平成
31年度の理事の職務の執行について監査を行いましたので、一般社回法人及び一般
財団法人に関する法律第 99条第 1項 (同法第 197条において準用する第 99条第
1項)並びに公益社団法人及び公益貝オ団法人の認定に関する法律施行規則第 33条第
2項)の規定に基づき本監査報告書を作成し、以下の通り報告いたします。

1 監査の方法及びその内容
私たち監事は、理事及び使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境

の整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席し、理事等からその職務

の執行について報告を受け、重要な決裁書類を閲覧し、業務及び財産の状況を調査

しました。

以上の方法によつて、当該年度に係る事業報告及びその附属明細書を監査しまし

た。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該年度に係る計算書類

及びその附属明細書及び財産目録等についても監査しました。

2 監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、当財団の状況を
正しく示しているものと認めます。

②  理事の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。

③  内部統制システムの整備に関する理事会決議及びその体制下の理事の
職務の執行は、相当であると認めます。

(2)計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等の監査結果

、 計算書類及びその附属明細書並びに財産目録等は、当財団の財産及び損益の

状況をすべて重要な点において適正に表示しているものと認めます。
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1 法人会計事業実施計画

事 業 名 実施時期 地区・場所 事 業 内 容

I 総合事業

1定例理事会 年2回
(5,3月 )

上 越 市 内 5月 21日
・ 平成31年度事業実施結果・収支決算
報告等を審議

・ 評議員及び役員の改選につしヽて等

3月
令禾□3年度事業計画 (案)・ 収支ラ

算 (案)等を審議

12定時評議員会 6月2日 上 越 市 内 平成31年度事業実施状況・斗又支決算

報告等を審議

評議員及び役員の改選について等
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2.公益目的事業
(1)わかもの等定住l足進サポート事業実施計画

内 容項  目

地頭の雇用環境を整備し、若者の地元定着やU・ |ターンの促進を図るため、ハ

□―ワーク・市・商工団体など関係機関と連携しながら各種事業を行う。1事業目的

場所 。対象実施時期
|

上越地域外進学者登録

数100名

進学者

I U・ |ターン希望者の地元就職促進事業

1 大学等進学者への就職情報の提供

2 上越地域外大学等進学先リストの作成 年 1回 (4～ 5月 )

年間

Ⅱ 新規学校卒業者等の地元就職、定着促進事業

1 高校生応募前企業説明会 年1回 (7月 )

年2回 (33月 )

新規学校卒業就職者の就職後のフォロー 年1回 (5月 )

人材ハイスク司♭ 20名年 1回 (10月 )

年 2回 (10,2月 )

大卒等合同企業面接会

Ⅲ

２

　

　

　

３

2 関連機関連携会議の開催等 年2回 (4、 10月 ) 7機関

企業数 90社/回
参加者 1

上越市 企業数100社
参加者600名

上越市 企業数50社
参加者150名

その他の事業

1 障害者向け面接会

職業講習事業

パソコン請習

2事業内容

令和2年4月 1日から令和3年3月 31日 (12ヶ 月)3事業実施期間

4実施体制

公盃財団法人 新潟県雇用環境整備財団
上越市本町3-4-1(セ ンアヽンビル3F)
電記#025-526-3310 FAXi025-526-3319

事務局長 1名

5事務所所在地:

(管理費 5,579,OOO円 )
(事業賣 1,2①l,OOO円 )

群 鶏  6,78QO∞円
6 概算事

業費
及び人件費

7特 記事項
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(2)上越地域若者サポートステーシヨン事業 く国受託事業〉実施計画

項  目 内   容

1事業目的

~石
年無業者等が充実した職業生活を送り、我が国の将来を支える人材になるよ

う、「地域若者サポートステーション」において、地方公共団体と協働し、職業

的自立に向けた就労支援を実施することを目的とする。

2事業内容

相談支援事業

(1)基盤的支援メニュー
就労相談や生活相談、コミュニケーション訓練、軽作業、
グループワーク、協力企業への職場見学、保護者からの個別

相談への対応を通して、就職活動の実施に向けた準備段階の

支援を行う。
具体的には
ア 基本プログラム
①動機付けに関するメニュー
・職業講話 ・就職者による体験譲講話
②自己を知ることに関するメニュー

・職業適性検査  ・ 自己理解の促進 ・自信回復
・コミュニケーション能力の向上 ・生活習慣の改善
・島だしなみ
③職業の世界を知ることに関するメニュー
・職場見学 ・就労体験
イ 高校中退者等のアウトリ‐チプログラム
ウ
.霧撃諫撃塞孫暴毎L響雷鷲覆懲ゎれる福祉
機関等との関係性を構築したうえでアウトリーチを
積極的に実施する。

(2)実践的支援メニュー
基盤的支援メニューの成果を踏まえ、相訟支援員 。キヤリ
アコンサルタントによる、より実践的な就職に向けた支援プ
ログラムを実施するとともに、就職後の定着・ステップアッ
プのためのフォローアップ支援を実施する。        |
具体的には
ア キャリアコンサルティングプログラム
・就珊活動方法等に関する専門的な相談・個月U指導
・就職支援セミナー ・ハローワークヘの同行訪間
イ 職場体験プログラム
実践的なスキルの習得、職場環境への適合を支援
ウ 定着・ステップアッププログラム
就職者に対して、キャリアコンサルティングを実施
して、その職場での定着を支援tまたキャリアアツプ
を図る事ができる者に対しては本格的な知識ヽスキル
を取得するための中長期的なキャリア形成を支援する。

3事 業実施期間 令和 2年4月 1日から令和 3年3月 31日 (12ヶ 月)

4 実施体制

総員6名 常勤 4名 内訳 1総括コーディネーター
キャリアコンサルタント
相談支援員 (新規採用)
情報管理員
相談支援員
相畿支援員

非常勤 2名
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5  日標値

就岡善率
(若年無業者等 )

60% 新規登録者件数 100件

就職善率
(40歳代鎌業者 )

35% 就職等件欽 60件

定着率 69% 進路決定件数 (就職以外) 10件

利用者満足度 90%

6事務所所在地
上越地域若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内
窪希舌:025-524-3185 FAXi025-524-3285

7 概算事業費
及び人件賓

栂議烹援
事業

基盤的支援メニュー

実践的支援メニュー

(体制費
(活動事務費
(=般管理費
(消費税

9,652,388円 )
695,076円 )
147,191円 )
1,049,465円 )

(体制費
(活動事務費
(一般管理費
(消費税

5,880147円)
1,234340円 )
147,191円 )
731,167円 )

合計 19,586,965円
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(3)若年自立就ガ支援業務事業  (上越市受託事業 〉実施計画

項  目 内   容

エート・ひきこもり等の状態にある若年無業者に対し、カウンセリングや就労|

支援に関する事業を行うことで、社会性の回復を図り、若者の就労・就学を目
―

指す。
1事業目的

① 地域における若者支援機関等によるネットワークの構築及び維持 (上越地
域若者自立支援ネットワーク会議のうち実務者会議の運営)
② :臨床心理士等によるカウンセリング
③ 職業意識の啓発を図る。
・ ジョフトレーニング
「l動く」体験を通じ、気づきや更なる意欲の向上を促すために、
協ぬ事業所等における短期間での職業体験等を行う。
・ 各種セミナー、講演会等による職業意識の開発
・ 保護者を対象としたセミケーを開催し、支援対象者への接し方、
接する上での悩み対応等、跡要な支援を適時行う。

2事業内容

令不B2年4月 1日～令和 3年3月31日 (12ヶ月)3事業実施期間

4職 員の配置 な し

5事務所所在地
上越地馘若者サポートステーション

上越市寺町2-20-1
上越市福祉交流プラザ内 '

瑳希舌i025-524-3185 FAXi025-524-3285

ラ算額  1,614,800円
(諸経費
(消費税

1,468,OOO円 )
146,800円 )6 概算事業費

及び人件費

17特記事項
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令和 2年度  収支予算書

令和02年 04月 01日 から令和03年 03月 31日 まで
(単位 :円 )

料   日 蔵大会計 台訃わかもの等
定住サホ・ ト

若者,本・スヶ
墓雲n旬交僚
(固 )

著者りがスァ
案騒a旬支撮
(口 )

若告自立
就労支援
(上般市)

共通 小軒

1 経常輩〉々の部
(1)´経常収益

特定資産運用益

築取寄付金

事素資

消耗仕器備品費

組蘭 4

旅受交通費

体語質

軒価損査等計

一般正味財蓮期営残高

―般だ味財産期末残高

墓ホ財蓋憂取利息
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